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周期分極反転LiNbO3(PPLN)導波路は 2次の非線形光学効果を用いた波長変換デバイスとして広く研究されてき

た。PPLN導波路は高効率であることに加えて集積化の潜在性を有しており、これまでに我々はデバイスの更なる

高性能化に向けて複数の PPLN 導波路を 1 チップに集積する構成を提案し、第二高調波/差周波発生(SHG/DFG)の

一体動作を実証してきた[1]。複数の非線形過程を用いた波長変換デバイスを動作させるには個々の PPLN 導波路

の位相整合特性が同一であることが要求されるが、作製の誤差により位相整合特性には多尐のばらつきが生じて

しまう。今回、図 1 に示す集積素子内の 2 つの PPLN 導波路の位相整合特性の誤差が波長変換帯域に与える影響

を評価し、良好な帯域特性を得るために PPLN導波路間に要求される位相整合特性の関係について検討した。 

第二高調波を励起光とした差周波発生による波長変換の効率は次式で表される。 

η = 𝜂𝐷𝐹𝐺𝑃𝑝𝑢𝑚𝑝𝑠𝑖𝑛𝑐(Δ𝛽𝐿 2⁄ )2  [𝑃𝑝𝑢𝑚𝑝 ∝ 𝜂𝑆𝐻𝐺] 

𝜂𝐷𝐹𝐺(𝑆𝐻𝐺)は DFG(SHG)用 PPLN 導波路の最大変換効率、𝑃𝑝𝑢𝑚𝑝は励起光強度、Δβは差周波発生過程で相互作用する

信号光・励起光・変換光の 3波の位相不整合量、Lは集積素子内の PPLN導波路長である。波長変換効率を最大化

するためには、励起光強度が最大となる波長を動作波長とすることが望ましい。この前提の下、図 2 のような、

集積素子内の 2 つの PPLN 導波路の位相整合特性が同一の素子(a)とずれている素子(b)の波長変換帯域の特性を評

価した。PPLN導波路長は 38mm、位相整合曲線の半値全幅は約 0.3nmであり、特性のずれている素子の 2つの PPLN

導波路の位相整合波長差は約 0.12nmである。これら 2つの素子を用いて、SHG用 PPLN導波路の位相整合波長𝜆𝑆𝐻𝐺

と DFG用 PPLN導波路の位相整合波長𝜆𝐷𝐹𝐺との関係が、𝜆𝑆𝐻𝐺 = 𝜆𝐷𝐹𝐺、𝜆𝑆𝐻𝐺 > 𝜆𝐷𝐹𝐺、𝜆𝑆𝐻𝐺 < 𝜆𝐷𝐹𝐺の 3つの場合に

おいて波長変換帯域特性を評価した結果を図 3に示す(基本波光の入射導波路を上下逆にすることで、SHG/DFGの

位相整合波長の関係を逆転可能)。𝜆𝑆𝐻𝐺 = 𝜆𝐷𝐹𝐺の場合は平坦な帯域特性であり、帯域幅は約 76nm である。

𝜆𝑆𝐻𝐺 > 𝜆𝐷𝐹𝐺の場合は位相不整合量が単調に増加するために帯域幅が約 48nm と狭く、全体として規格化変換効率

も位相整合特性の誤差の分劣化してしまっている。一方で、𝜆𝑆𝐻𝐺 < 𝜆𝐷𝐹𝐺の場合は縮退点付近では𝜆𝑆𝐻𝐺 > 𝜆𝐷𝐹𝐺の場

合と同様に変換効率が劣化するものの、縮退波長から離れた領域に位相不整合量の極小点があるために効率が改

善し、帯域としては 98nmと広い。以上の実験結果から、集積素子の動作波長𝜆𝑆𝐻𝐺は𝜆𝐷𝐹𝐺よりも短波側にずれてい

る場合には広帯域な波長変換動作が期待できることが分かった。さらに縮退波長での変換効率は𝜆𝐷𝐹𝐺からの差の

分劣化することを踏まえて、良好な特性の集積素子実現には 2 つの PPLN 導波路の位相整合波長の関係として

𝜆𝐷𝐹𝐺 − Δ𝜆3𝑑𝐵 2⁄ ≤ 𝜆𝑆𝐻𝐺 ≤ 𝜆𝐷𝐹𝐺を満足する必要があることを明らかにした(Δ𝜆3𝑑𝐵は位相整合特性半値全幅)。 
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Fig. 1 Schematics of integrated device 

  

Fig. 2 Phase match curve for two PPLN waveguides 

 

 

Fig. 3 Bandwidth of integrated device 
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